
8.21世 紀のリーデイング産業としてのポートフォリオ

(1)情報サービス市場は回復基調

我が国の情報サービス市場は回復基調にあると日経コンピュータは予測 しても`る。

□国内情報処理市場の推移 ― 日経コンピュター 〔単位 :百億円〕
800-――――――――――――――――

1川 |%トヰ

ゼか
:iT齊・「腎菫-11`9考

``1

|  :ソフト受託 :::::パッケジソフト  :受 託計算 ● :管理運営 □ :‐その他
700-     1688■ |  ―-   16            -  | ――― ~  ~ ~ |~~~~~~― ――― |~~~~~一 ―一

|‐ 国 |_卜 =¬ | | |1510
‖|:ilL_ll11
500

|

|

300

1992年度はハー ドウェアが 550百億円、情報サービスが 690百億円とソフ トウェアの割

合が 56%と 高かった。

1993年度の情報サービスは、それが前年度比 12%減の 610百億円となり、ソフ トウェア

の割合が 54%と 、情報サービスが後退 してしまったかのように見える。原因は情報サービ

ス全体が低迷する中で、売上構成比の最 も高いソフトウェア受託開発が前年度比 16%減の

290百億円と大きく前年度を割り込んでしまったことにある。しかし、これは一時的な現

象と見ていい。メインフレーマを中心とするコンピュタメーカーは揃ってソフ トウェアや

サービスビジネスの比重を増やそうと tノ ている3｀ノフ トハウスもパッケージソフ トウェア

の比重を増やし、コンサルティングも強化 し、受話開発主体から脱却する`)と
いう姿勢で

ある。このように1993年度の落ち込みは、情報サービス分野が構造変化の過渡期にあるこ

との現れである。バブルの全盛期には、ソフトウェア受託開発ばかりが伸びてしまった。

1992～ 1993年度は、受託開発は大幅に減少 したが、パ ソヽケージソフ トウェアやコンサル子

ィングが、まだ、その落ち込:みをカバーできるとこそ,ま で成長ヒていない。結果的に情報

サービス全体が伸び悩んだのである。

1994年度もマイナス成長は避けられないc情報サービス市場規模を5%減の 580百億円と

予測 した。だが1994年度後半以降は少 tノ ずつ明るい材料 (.)日 1て きそうであるc企業のリエ
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ンジエアリングや行政・教育機関の情報化投資が市場回復の足がかりになりそうである。

1995～ 1996年度の情報サービス市場はどうなるか。1995年度は横バイで 580百億円のま

ま、だが1996年度は、ようやくプラス成長に転 じ、3%増の 600百億円と予測 している。

情報サービス市場が持ち直すと予淑|ヒノた背景には、景気が回復に向かい、ユーザーの情

報化投資が_L向 くという前提がある。更に、3新たな動きとして①アウトソーシング事業が

立ち上がること、②パッケージソフトウェア事業が活発化するこ.と 、③パソコンやUNI

Xマ シンを使ったクライアント/サーバーシス・テムの構築が本格化 し、それに付随したマ

ルチベンダーインテグレーションなどのビジネスが定着すること、などが予想される。

それでは情報サービス産業が21世紀のリーデイング産業になるためには、事業領域・製

品戦略のポー トフォリオはどうあるべきか。

1世紀情報サービス産業のポートフォリオ

市場成長率
↑

イL武多 再彗占舌

負 ιナ 犬

金 の な る 木

かつての 「金のなる大Jであった要員派遣事業はバブルの崩壊と共に「負け大」から事

業の撤退への道を辿るに違いない。ソフ トウ・ ア受託開発事業もユーザー企業の内製化や

ソフトウエア単金の価格破壊で、かつての「金のなる木」は小さくなる。一部の計算セン

ターの事業として、細々と営まれていたアウトソーシング事業は、企業のリス トラ策需要

の増大で大手 t)進出、「花形商品Jへ と成長するのアメリカでソフトウエア事業の主流に

なっているパッケージソフトウェア事業は、オープンシステム化でアプリケーションソフ

トウエアの環境は受託開発事業からパッケージソフ トウェア事業へ急速に転換 しており、

「タルソリューション事業

システムインテグレーション三

アウトソシング事業

パッケージソフトウェア事業

ソフトウエア受託開発事業
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「花形商品」として、ようやくソフトウエア事業の頂点に立つ。システムインテグレーシ

ョン事業・ トータルソリューション事業は、メインフレーマがハー ドウエア事業からサー

ビス事業への転換の目玉として「問題児」から「花形商品」への育成を狙っている事:業で

ある。

(2)ソ フ トハウスは得意分野へ特化、情報システムの部品事業

ソフトウエア業界全体が不況に苦 しむ中にあって売上高・利益を伸ばヒノ続ける好調なソ

フトハウスがある。年商10億円以上に限っても3期連続 して増収増益または、そのいずれ

かを達成 している会社が10社以上ある。

□ 3期連続増収増益のソフ トハウス ー 日経コンピュター 〔単位 :百万円〕
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榊ヨチキコンピュータ

行政システム
九州

日本ソフトウエア
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22311 3,870
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不況に強い会社は、コンピュータメーカーに頼ることなく、独自の経営スタイルを築い

ている。ソフ トウェア業界が抱えている問題点やコンピュータ技術・市場の変化に、いち

早く気づいて対策をたててきた。

その戦略は大別 して二つある。ひとつはオープン化への対応が早かったことである。メ

インフレームの時代は、ソフ トハウスの技術はコンピニ■―タメーカーのハードウJlア技術

1992年
売上高

198

72

415

379

250

67

140

1,377

□ 3期連続増収または増益のソフ トハウス
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に従属し,て いた,こ の依存のしノ過ぎが不況を深刻なものにしたといえる。これに反 して、

例えば、ジャパンシステムクリエーションは、1982年からネットワーク関連のシステム開

発を手掛け、オペレーティングシステ▼ムtや通信制御の技術を蓄積 してきた。日本ソフ トウ

エアエンジエアリングは、パソコンやワークス・テーションによるスポーツ計測システムに

特化 L′ 、独自技術の蓄積に努めてきた。

もうひとつの戦略は徹底的にニッチ市場を攻めたことである。たとえシステムの規模は

小さくてもユーザ ーのすそ野が広ければ市場が成り立ち、景気変動の波も受けにくい。ユ

ーザーニーズにも機敏に対応できる。一度シェアをつかめば、その分野で技術・営業 0人

材で圧倒的な力を発揮できる。例′_ば、ダイテックは、ガソリンスタンド向けのPOSシ

ステムと空調・電気・ガス設備施工業者向けCADシ ス・テムの二つに事業を絞っている。

福井コンピュータは建設・上建業者用CADの専業ソフ トハ シヽスとして一つのアプリア ー

ション分野に特化 tノ ている。同様に、行政システム九州は、地方自治体のシステム開発を

専門にして業績を拡大 している。一方、翼システムは、中小企業に絞って成功 している。

自動車部品卸商や整備業者・農業関係業者を対象にしたパソコンペースのアプリケーショ

ンパ ソヽケージソフ トウェアが主力商品である。取引先に合わせて専用伝票をつくれる「伝

票丸」はそのひとつである。

ニッチ戦略はユーザーの業種を絞ることだけで |まない。特定の技術に経営資源を'集中 Lノ

て、大手でも簡単に太刀打ちできない技術力で勝負する手もある。LANイ ンテグレータ

の看板を掲げるソリトンシステノ、ズは、その代表格である。ネットワークの接続に関する

技術やノウハウを蓄積 していることが大きな武器となり、値切られることなく大手システ

ムインテグレータからLAN部分の構築を請け負うことが多い。その武器の一つがインタ

ーネットなどの外国のデータベースにLANをつなぐソフト「TCP」 であるЭ

大手ソフ トハウスにも専門特化することで成長 した会社がある。 rKCは、1993年 まで

18期連続 して増収増益を記録 した。会計事務所と地方自治体向けの情報処理サービスに特

化 した戦略が好調の秘訣である。その特徴は会計事務所を会員組織としてまとめ、ニ ーズ

に合ったサービスを提供する囲い込み戦略にある。

不況下でも好業績を続けてきた、これらの会社は一般ソフトハウスにはない明確な経営

戦略と、それを実現するための基礎体力を欠かさない。ユーザーニーズにあった商品開発

をするための営業体制の整備、適正な人材採用と社員教育の重視、稼いだ利益はインフラ

整備や研究開発などの先行投資を続けている。
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ロソフ トハウスを取り巻く環境変化

| コンピュタ技術・市場の変化
好調会社の対応策

0質重視tD経営
●教育重視・採用抑制
●分野専門特化

(3)オ ープン化でパッケージソフ トウェア事業が活性化

「日本にパッケージソフトウェアは普及 しない」 ,と いう常識が覆ろうとしているЭ不況

をきっかけにユーザーのコスト意識が高まり、オープンシステム、の潮流と相まって、パッ

ケージソフ トウェアに追い風が吹き始めた。ューザーは高い
『

:質の低価格なパッケージソ

フトウェアを求めている。パッケージソフトウェア事業を成り立たせるポイントは経営に

ある。開発投資に耐える経営スタイルの確立が前提
`ヒ
なり、「事業の継続」こそが最大の

ポイントである。ソフトウェア受託開発に行き詰まったソフ トハウスにとって、残された

選択肢はパッケージソフトウェアの開発である。

パッケージソフ トウェアの場合、開発に何ノ人、月かかったかを顧客に明らかにする必要は

ないし、顧客もそんなことは気にしない。機能と価格のバランスがとれていれば顧客は満

足する。パッケージソフ トウェアは、ある本数以上に売れなければ赤字だが、ヒットしさ

えすれば利益の額に上限はない。ソフトウ _iア 受託開発のソフト′ヽウスがどうしても達成

できずにきた一人.当 たり売上高の増加と売上高利益率の改善がパ ソヽケージソフ トウェア事

業では可能なのである。ユーザーから見てもパッケージソフ トウェアのメリットは大きい

。パッケージソフ トウェアの本質的なメリットとしては高い信頼性・多機能 0高性能 0低

価格といった点が挙げられる。

このように良いことずくめのパ ソヽケージソフ トウェアが何故、我が国では利用が進まず

、パッタージソフ トハウスが増えなかったのだろうか。最大の要因は日本経済が、これま

で高度成長の過程にあり、ユーザー企業の資金に余裕があったことであるc複数のパッケ

ージソフ トウェアを研究 ヒ′て選び、。その内容をじっくり学ぶよりも、ソフ トハウスを呼び

●汎用機依存体質
0労働集約産業体質
●独自の新市場なし

|

ソフトハウスの問題点

-56-



つけて自社に合わせて作って貰った方が楽だったのである()ソ フトハウスの側も自ら投資

してパッケージソフ トウェアを作るよりは、高額なソフトウェア受託開発の方が効率が良

かったのである。

それでもパッケージソフ トウェアが我が国に籍かったわけではない。オフコンメーカー

はハー ドウェア販売促進のためにパッケージソフ トウェアを作ってきた。それにも係わら

ず我が国のパッケージソフ トウェアが成功 しなかったのは、顧客の要望に応 じてパ ソヽケー

ジソフトウェアをカス トマイズをしたからである。カストマイズはパッケージソフ トウェ

アの利点を損ねる。ロープ7ル コー ドが散在することで、バージョンアップは事実上不可能

になり、機台ヒ・性能メリットも行 Ьれない。しかし、パッケージソフ トウェア事業にとっ

て致命傷とも言え_る カス トマイズだが、それを否定 してしまうとユーザーの要求を汲み取

れない。ユーザーの要求が妥当なもので、他のコ_― ザーにもメリットがあるような改良要

求だったら、それはバージョンアップで取り込み、全ユーザーに配付すれば、これは更に

パッケージソフトウェアの付加価値が増 したことになるわけである。

ワープロのソフ トウェア「一太郎」で有名なジャストシステ.ム は、カス トマイズ要求に

は耳を貸ず、我が道を行くことを信条としている。

ロパッケージソフ トウェアのメリ

受託開発

ト

　

　

リ

ツ
　
　
タメ ットの実現方法 メilッ ト

●ユーザー毎に個
別ソフトウェア開発

●販売期間中にバージョンアップ

●複数ユーザーで開発保守コス

●同一ソフトウェアを複数のコ_―ザーサ
イトで稼働させる過程で欠陥消滅

●大量に複製する際に欠陥による開発者
側の損失が大きいため、検査に熱心

●類似ソフトウェアの機
能拡張 0改良

●開発・保守コス
トも単独で負担

我が国の経済が低成長時代に入ったこともパッケージソフトウェアには追い風になる。

UNIX機 やパソコンではパッケージソフ トウェアを使う習慣がユーザーに定着 しつつあ

る。コンピュータの処理能力増大もパッケージソフトウェアの使用を促す。処理能力を増

えれば増えるほど多 くのソフ トウェアが必要になる。従来のように、すべて受託開発で作

っていてはソフトウェア開発投資は際限なく上昇 してしまうことになる。

オープンシステム化の波はパッケージソフトハウスを業界 ピラミッドの頂点に押 し_Lげ

るに違いない。ユーザーは先ず、パッケージソフトウェアを選び、それからハー ドウェア
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を購入するという形態に変化する。実際、今日でも・7イ クロソフト・ノベル・オラクルと

いったコンピュータ業界で影響力をもつベンダーはパッケージソフトハウスである。

(4)リ ス トラ時代、アウ トソーシング
・
需要の拡大

良質なソフ トウ.I_ア を開発できる要員は不足している。ダウンンサイジング、オープン

システム化時代の到来で、従来、コンピュータ製品サイクノレが 5年ほどあったが、最近で

は12分の 1の 5ケ月になっている。このような中で要員不足をコンピュータメーカーだけ

の問題だけでなく、ユーザーの情報システム.部門にとっても同じことがい`え る́c

ユーザーの情報システノ、部門は年々肥大化 しつつあり、運用管理コヌ.卜 は膨らむ一方で

ある。加えて、上級シス.テ ムエンジエアの確保がなかなか難 しくなってきている。経営者

の立場に立ってみれば、情報システZ、 部門のコス トを少 しでも削減 Lノ 、もっと本業に注力

したいと考えるようになってきた。情報システム部門の重要性は理解できるとしても、そ

れによってとれだりの収入を生み出す手段になっごいるかということが、長引く不況のな

かで改めて問われている。その結果、ユーザーの情報システム、部門におけるアウトソーシ

ングが年々拡大 している。

画アントソーシングを実施 したユ ーザー例

闘石
~可

轟曹石
~「

り万1f可
~蔦~更

覇
~了

孫
~

ベンダー

富士通

東洋情報システム

日本ユニシス情報
―――――一――システム

富士通

三愛

サンリオ

_`!:富 __|_曇甘泰鷲____IIウ
ンサイツング、セキュリティ、 コスト削減

|

雑貨卸 1基幹業務 本業専念、セキュリティ、 コスト削減

運用コスト削減基幹業務

基幹業務

基幹業務

昭和海運  1運輸

鈴屋

日本ユニシス情報
―――――――システムー

共同ヴァン

日本ユニシス情報
――十 一―システムー

運用コスト削減

早期立ち上げ、要員不足セゾンダイレクト   1更通局反
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ユーザーが何故、アウトソーシングするようになったか。そのひとつは、社内に優秀な

オペレーティングスタッフが不足 しており、これを確保することが難 しくなってきている

こと。二つ目は、コンピュータオペレーション、特に、企業経営の根幹でないシステムの

オペレーションについて、経営者達は社内の人的資源や投下資本を、もっと本業に振り向

けようと考え始めた。三つ目は、ユーザー企業はアウトソーシング先が質の良いサービス

を妥当な価格で提供 してくれることを期待 している。如何に自社の情報システムの構築が

重要とはいえ、高度化・複雑化するシステムに対 し、内製化 していくための人材の育成や

技術の習得などのランニングコス トを考えると自ずと限界があるということである。

:聖
_型lダ

材の活用推進

運用時間の拡

6墓 疏

ハードウェアを自社内に保有 しない

整った設備のセンターにコンピュータを移設

|

このようなユーザー企業の背景のなかで、情報サービス産業だけでなく、大手コンピュ

ータメーカーは、 トークルソリューションサービスの展開のなかで、ューザーの情報シス

テム開発は勿論のこと、構築 した全てのシステ∠、の運用管理からシステムメンテナンスま

でも含めようとしている。メインフレームを中心にビジネスをしてきた大手コンピュータ

メーカーも自社のユーザーの囲い込み戦略ということもあって、アウトソーシングを積極

的に引受け始めた。

ベンダー企業の新規参入を受けて、通産省は1994年 8月 、安全対策・経営基盤 0技術力

が一定基準を満たすことを認定する「特定システムオペレーション企業等認定制度」を発

足させた。各ベンダーはアウトソーシング市場の伸びを年率30～60%と みている。

(5)情報システムのゼネコン、システムインテグレータの誕生

アメリカに於いて、パソコンやワークステーションなどの高度利用が広がり、メインフ

レーム、離れが進んだことから、あの巨人 IBMさ えも苦境に陥る結果とな ゴ̈たυ過去30年

に渡り、コンピュータの市場はメーカー主導で進′もできたが、、ここにきて、他の産業と同

様、ユーザー主導に方向転換 しつつある。それは産業一般のひとつの成熟の過程であると

ロアウ トソーシングに踏み切った理由
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見ることが出来る。他の産業にない情報システノ、開発の特徴のひとつは、ユーザー企業の

中にシステム開発の実行部隊があり、これがベンダー的な役割を果たヒているという点で

ある。現在のシステ Z、構築の形態は、基本設計・ハー ドウェア納入・ ソフトウェア開発な

どの各段階をユーザー主導の下に別々の提供者に個別に発注するという分散型の発注形態

が一般的となっており、情報サービス産業は、これまでメーカーやユーザー企業の補助的

業務の代行形態が多 く占める傾向にあった。 1ン かし、このような状況から脱却 して業界全

体が高度化 し、ユーザーのニーズを的確に担い得る企業群として、ユーザー企業やコンピュ

ータメーカーと対等な立場で提携できる産業基盤を確立するために、、情報サービス産業が

高度化される必要がある。その解がシステムインテグレータである。

従来のユーザー発注とシステ、ムインテグレーション方式の発注の違いは、要はバラバラ

に発注されていたシステム構築の仕事を自社でやっていた部分も含め、すべてを一業者が

受注 し、その業者がすべての責任を負って外注業者をまとめるというものである。

□従来の発注形態 ロシステムインテグレータの役割

ソフトハウス
システム認比言十

ー

メーカー

コンピュータ

自社 ビルを建てるのに自分の会社のなかに建設部F]を設けて自分の手で建設するという

会社はない。建設業界ではゼネコンという一括受注の業者があり、その業者が請負 ってい

る。化学プラントも、かつては化学会社が自分で設計 し、工事の責任も負っていたが1970

年代に入って、我が国にもケミカルエンジエアリング会社が誕生 した。エンジエアリング

の専門的な技術を基礎に設計や施工を化学会社から請負うことになったのである。情報シ

ステムもビルや化学プラントと同様に、複雑な要素、多様な仕事から構成されている。従

エ

ン

ド

ユ
ー
ー
ザ

ー

業 務 移 行 |:::

システム分 析

システム設 計
'I戸

~~¬

コンピュータ

メンテナンス|

ソフトハウス
要員派遣
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って、その構築がゼネコンやテミカルエンジエアリング会社のような形態 C行われること

の可能性は十分にあり得る。ゼネコンやケ ミカルエンジエアリ:′
/グ会社が、建設・化学工

業の発展経過のなかでの必然性を背景として出現 し、成長 していったと同様に、情報シス

テムもシステムインテグレーションという新 tノ い受発さ形態のもとに行われるようになる

ことも産業の発展の一過程として考えられる。

規模の発展と技術の高度化に伴って、外部の専門業者に一括発注するという方式が実現

する過程としては、そのようなニーズをもとに、請負う能力のある企業の台頭が必要であ

る。ニーズがそのような企業を育て、信頼される企業の出現がニーズを拡大 していく。産

業の発展はそのような過程から進んでいくものである。情報システムの特異性は形がない

ことである。このことについては建築や化学プラントとは全く違う性質をもっている。 し

かし、いずれこうした困難が克服されて、システムインテグレータの代表的企業が育って

いくに違いない。現在、その可能性を秘めているの企業には、富士通・ 日本 IBMO日 立

ONECO東 芝・ YHPな どのコンピュータメーカーが、そのグループである。通信領域

に強い技術的基盤があり、ヨンピュータメーカーの色のつかない中立性を武器に最も強力

な力をもっているのがNTTデ ータ通信である。コンサルティングとコンピュータのソフ

トウエア技術の実績を背景とする野村総合研究所もNTTデ ータ通信とシステムインテグ

レーションの分野で張り合う存在となっている。ユーザー企業がシステム部門を独立させ

て、これまで蓄積 してきた技術やアプリケーションのノウハウを生かして、システムイン

テグレータに変身するというのも大いに可能性がある。その代表的な企業に、新日鉄情報

通信システムがある。ソフ トハウスの中からも何社かシステムインテグレーションとして

台頭してくる可能性はある。ただ、ソフ トハウス系の場合、財務基盤の弱さとハー ドウエ

ア技術の不足から中継システムインテグレータ領域に位置づけられるものが多いものと思

われる。いずれ、新 しい産業としてシステムインテグレータが形成され、有力企業が育っ

ていくものと予想される。

1994年 9月 、日本初の24時間空港としてオープンした関西国際空港のスポット管理業務

を支援する「AOS」 のシステムインテグレータは富士通である。システムの中核となる

サーバーには、アメリカのス トラタスコンピュータ社製 「StratusXA/R5」 を採用した。サ

ーバー上のデータベースも日本オラクルから調達 した。自社製のハードウェアはヮークス

テーションの Sフ ァミリーだけで総受注額11億円の30%である。他社製ハードウェアを選

択 した理由は、外部システムとのデータ交換にOSI標準 「MOTIS/MHS」 をユーザーが指
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定 したためてある。自社製ハードウェアの Sフ 7・ ミリーも、実は、サンマイクロシステム

ズからのOEM品 であり、ハードウェアはあくまでも部品に過ぎないという考えである。

(6)メ インフレーマが目指す トータルソリューション事業

1991年に創業l】来の赤字に転落 ヒノたアメリカ IBMでは、リストラクチャリングによっ

てソフ トウエアサービス部門の収入を急拡大させている。同社では1994年迄にハー ドウエ

ア依存の体質から完全に脱却する見通 しと発表 している。メインフレーマは′`― ドウエア

の収益性の悪化からソフ トウエアサービス事業への構造改革を進めており、同様の動きは

国産メーカーにも共通 して見られる。各社はヨンピュータ事業におけるサービス関連の売

上高の比率を高める計画である。日経ウオッチャー誌の調査開始の1987年度と1002年度の

変化をみると、富士通が24:.5%か ら34.3%、 NECが 18。 9%か ら25.8%、 日立
い・

0。 1%か

ら40.3%と 、それぞれウエートを高めた。日本 IBMは国産メーカーよりもウェートを高

め にいる。198′ 十度の30.6%″ らヽ1992年反4`%ま で達 し、ソフ トウェア・サーしス事業の

一 卜が5t,.:近づいて _ i。

ロメーンフレーマ各社の売上高構成 一 日経ウォチャー ー
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ユーザー企業は不況の長期化に伴い、情報化投資を削減 した。日本経済の構造変革を感

じ始めたューサーは、景気凹復後も従来の延長線上で情報化投資を増やすとは考えにくい

。ダウンサイジングやコープン化の進展 も、メーカー各社のビジネス形態に大きな転換を

迫る。ハー ドウ_ェ アで収益を確保する時代は終わった。各社ともユーザー企業の経営戦略

から情報システムの開発・保守までの全体をカバーするソリューション事業を目指 してお

り、他社との差別化を図るべく、システムエンジエアの体制強化など組織対応を進めてい

る。
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NECは 1994年 7月 、 「C&Cシ ステムグループ」から製品開発・生産を担当する部門

を「コンピュータ事業グループ」と tノ て分離 し′た。「C&Cシ ステムグループ」は今後、

ソリューション提供事業に専念 し、自社ハードウェアに捕らわれないシステムインテグレ

ーションを展開する。一方、新設の「コンピュータ事業グループ」は「C&cシ ステムグ

ループ」へのハードウェア供給に捕らわれず、世界市場に向けた製品開発でシェア拡大を

目指す。という考えからである。

富士通も、このような事業体の独立を以前から指向している。「グローバル事業本部」

や「システムインテグレーション本部」 。「ミドルウェア事業本部」などを既に分離 して

いる。1994年 6月 には、「クライアントサーバ推進本部」 。「ネットワーク開発本部」・

「営業店/店舗システムビジネス本部」などを新設 した。いずれも各分野別の市場調査か

ら販売戦略の立案・技術情報の収集・流通までの機能を一貫 して備えた組織である。

トータルソリューション事業の手始めとして、メインフレーマがサービスを商品化・体

系イヒし、その定着に乗り出し始めた。これは従来、事実上、定価のなかったサービスにつ

いて、その範囲と価格を明確にすると同時に、既存サービス群をまとめたものである。メ

ーカーはサービスビジネスを収益源として早急に立ち上げる必要に迫 られている。一方、

ユーザーの多 くは自社に適 したサービスであれば、従来から個別に契約 し、対価を払って

きた。個別の具体的な提案を期待する姿勢は今も変わっていない。サ
‐―ビス商品体系はこ

う tノ た期待に答え.ら れるものか。メニューや価格体系のわかり易さを初め、有償に値する

サービスを提供できる人材の育成・組織体制・契約の仕方など、サービス商品が定着する

ためには、課題が山積 している。

ロベンダーがサービス商品:体系を発表する背景

― コンピ・ ―タメーカー ー
●ハー ドウェアだけでは儲からない
●他社製品のことまで無償サービスできない

――ソフトハウス ー
●メーカーのサービスビジネス

ヘの本格進出に対抗

|:II■II■‐サ:::::■:Iぜ:::::ス :=商:::::品:::::体:::::系 :::::の■発:::::表::::::========|:

況の長期化 (経済の構造変革)

}卜の情報化投資削う ハードウエア価格の低下 Ⅵレチベンダーシステムヘの対応
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サービス商品体系を一番最初に発表 ヒノたのは富士通である。1992年 6月 の「PROPOSE」

が、それである。次いでNECの 「Solutio■ 21」 、日立製作所の「FOREFRONT/SS」 、日本

IBMの 「ALWAYS」 、東芝の「SYSTEM 12001」 と続々と発表された。ソフ トハウス各社も

大手を中心に追従 した。日立ソフ トエンジエアリングは1993年 5月 「PARTNER」 を発表、

次いでCSK・ NTTデ ータ通信・インテックなどである。こうしたソフトハウスの動き

はメーカーのサービスビジネスヘの本格進出への対抗といった意味がある。

システムのオープン化の流れに乗って、異機種を組み合わせるマルチベンダーネットワ

ーク指向が トータルソリューション事業の拡大の要因になっている。 トータルソリューシ

ョン事業は、これまでのシステムインテグレーション事業を、より拡大・高度化 lン たもの

と言える。 トータルソリューション事業に於いては、特に、システム開発の上流工程にあ

たる経営コンサルテイング業務が重要なポイントとなる。システム全般の運用まで請負 う

ものもある。具体的には経営コンサルテイング業務は勿論、顧客に対 してマーケティング

サービスをしたり、調査・研究を引き受けることで企業戦略を立案、システムの基本設計

から開発、ハードウェアおよびソフトウェアの選定、運用管理、更にはメンテナンスなど

、まさに総合的なサービスをサポートしていくものである。ダウンサイジング現象でメイ

ンフレームの売れ行き不振となっている大手コンピュータメーカー各社が、システム面だ

けでなく、経営管理までも含めたコンサルティング事業を強化 しているのも、そのためで

ある。 トータルソリューション事業は、言い換えればづ―ビスカンパニーヘの企業体質の

大きな転換を意味する。

例えば、富士通が1994年 3′月発表 ヒ′たオープンシステム企画立案サービス「SCOP/OPEN

frameworkJで ある。システム・開発の初期段階のシステム分析を分離 して請負うために、

この業務の専門要員 「エキスパートS EJ 200名 を既に配置 L´′、今後、更に要員を増強す

る方針である。これは自社製のハー ドウェアやソフ トウェアにこだわらないことを全面に

打ち出しているcメ ーカー独自製品の場合、メーカー自身が最適な製品の組み合わせを提

案するのに対 し、オープンシステムになるとユーザーが選択の主導権を握る(、 しかし、富

士通は「、ユーザーは自社のシステム要件に最適な組み合わせが何かという意思決定をでき

ずに困っている」と認識 しており、そこに目をつけたのが今回のサービスである。

日本 IBMも リス トラクチャリングの一貫と t´′て、サービスカンパニーになるべく、事

業の大きな方向転換を進めている。これまでソリューション統合本部の約 1,600名の内、

約30名 をコンサルティング要員とヒノて配置したが、ここ2～ 3年の内に 200名 に拡充する
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考えである。既に専門知識や業務ノウハウを習得するため、アメリカ IBMに何人かを派

遣し、コンサルティング教育を受けている。

こうした傾向は、大手コンピュータメーカーだけでなく、ソフトハウスもシステムイン

テグレーション事業のレベルアップを図るためにコンサルテイング事業に力を入れ始めて

いる。具体的に、SRAで は金融システム事業部内に設立 した「コンサルテイング室」で

業務を開始 した。製造・流通サービス事業部でも、同様の部門を配置し、コンサルテイン

グ事業を展開していく考えである。各事業部内におけるコンサルテイングを通 じて、UN

IXワ ークステーションによる分散処理システムなどを売り込みたいとしている。特に、

同社が得意とする異機種間接続のノウハウを売り物にしている。また、イヌケーエクサは

、NHK・ 第一勧業銀行・丸紅などと共同出資で経営コンサルテイント経験者を中心とし

た専門会社を設立 した。顧客は経営戦略立案にあたってコンサルタント専門会社に委託す

るケースが多 くなってきた。メーカーやソフ トハウスは、こうしたニーズに対応 しながら

新規事業に乗り出している。
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